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第１章 土木工事設計図書等作成要領

１－１ 総則

本要領は，宮城県土木部が発注する土木工事に係る設計図書等の資料作成にあたって統一的に運用すべき事項を定

めたものである。

なお，細別上の構成及び用語については「工事工種体系ツリー 「新土木工事積算大系用語定義集 （国土交通省」， 」

国土技術政策総合研究所）による。

１－２ 用語の定義

１．契約図書等の構成

＜契約図書となるもの＞

＜契約図書とならないもの＞

平面図

縦断図

標準横断図

構造一般図

特記仕様書（10）

位置図

その他図面

共通仕様書（９）

（14）
公表用積算内訳書

参考図

（13）
工事数量計算書

（12）
金抜設計書

（11）
設計書

契約担当者
作成資料

（２）
契約書

頭書部分

条項部分

（４）
仕様書

（６）
設計図面

（７）
現場説明書

（８）
質問回答書

参考資料
発注者用
参考資料

請負者用
参考資料

（１）
契約図書

積算担当者
作成資料

（３）
設計図書
(仕様書等)

（５）
工事数量総括表

（ ）構成は１－３作成要領参照
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２．用語の定義

(1) 契約図書

契約における権利義務や工事目的物の規格・仕様，技術的要求事項等を規定しているもの。

発注者，請負者双方の合意により，締結された契約の内容を示した書類で，双方を拘束する契約上の効力

を有するものである。契約書（発注者と請負者の権利義務を規定するもの）と，設計図書（工事目的物を完

成させるための技術的事項等を規定するもの）を合わせて契約図書という。

， ，契約図書は 発注者と請負者双方における工事目的物 を完成させるための取り決めを記したものであり

これに属さない図書は契約上効力を有しない。

【解説等】

契約図書は，契約の請負代金額等の主要事項及び発注者と請負人の権利義務を定めた契約書と工事目的物の

規格・仕様を定めた設計図書からなり，現場条件の変更等が生じ設計変更が必要となった場合は，これらに基

。 ， ，づき設計変更を行う よって円滑な設計変更を行うため 設計図書においては工事目的物の規格・仕様のほか

発注者が予定価格算出用設計書の作成時に想定した現場条件を明示しなければならない。

(2) 契約書

契約図書の一部となるもの

発注者と請負者との間の権利義務関係を明確にしたもので，工事名，工事場所，工期，請負代金額などの

主要な契約事項が記載された書面の部分（いわゆる頭書と呼ばれる部分）と，請負代金の変更，契約の解除

等の発注者と請負者の権利義務などの内容を定めている条項部分を併せたものをいう。

(3) 設計図書（仕様書等）

契約図書の一部となるもの

工事数量総括表，仕様書（共通仕様書，特記仕様書 ，設計図面，現場説明書，質問回答書をいう。）

【解説等】

設計図書は，発注者の予定価格の根拠となるほか，入札参加者はこれを基に入札額を算定する。契約締結後

請負者は，この設計図書を照査し，これに基づいて工事目的物を完成させ発注者に引き渡す。

(4) 仕様書

設計図書の一部となるもの

工事の施工に際して要求される技術的要件，いわゆる使用する材料の品質や規格，寸法・位置・仕上げの

許容誤差など工事目的物の内容を規定するもののほか，施工上必要な工程や手順，採用が義務付けられてい

る施工方法及び工事施工上の制約条件などを示すものであり，これらを詳細に記載した書面をいう。仕様書

には，各工事に共通する共通仕様書と，各工事ごとの現場条件によって規定される特記仕様書があり，これ

らを総称して仕様書という。

【解説等】

契約書で定めた権利義務に基づき工事を施工させるため，品質・規格・仕様・施工条件等を仕様書において

定めなければならない。
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(5) 工事数量総括表

設計図書の一部となるもの

契約条件の明確化を図るため，工事内容を構成する種別や細目などの項目と，項目ごとの規格・数量を，

請負者が契約上制約されるもの（契約事項）とされないもの（非契約事項）に区分し，一覧的に記載した書

面をいう。

【解説等】

現場条件等の変更が生じた場合，非契約事項であっても，適正な変更設計額算定の基礎となることから，設

計変更の対象とする。契約上制約される事項・数量は，品質・出来形を確認する必要がある。摘要欄に積算上

の現場条件を明示することにより，特記仕様書による明示を簡素化することができる。

(6) 設計図面

設計図書の一部となるもの

工事の範囲や工事目的物の量的なものを視覚的に表したもので，工事目的物の内容等を一定のルールに基

づいて表現した図や表で，位置図，設計図，参考図等をいう。

※参考図

現場条件から想定される一般的な仮設備や工事目的物を施工する際に使用する標準的な材料の仕様などを

示した図面をいう。

【解説等】

設計図面は工事の全体を表示し，これによって施工されるものであることから，作成に当たっては，誤りや

脱漏，不明確な表現がないよう細心の注意を払い，誰でも分かる表示とするとともに，必要な現場条件を明示

することで，特記仕様書による明示を簡素化することができる。

※参考図

参考図は契約においてその施工を制約するものではないため，請負者が任意に決定した工法や材料等を設計

変更する必要はない。しかしながら，示されている現場条件の変更等が生じた場合には，設計変更する必要が

ある。よって請負者が採用した工法や材料等が参考図で示したものと異なる場合は，現場条件の変更等による

ものか，請負者の任意判断によるものかを適切に判断する必要がある。

(7) 現場説明書

設計図書の一部となるもの

工事の入札前に入札参加者に対して，工事実施に関する説明事項等を示した書面をいう。

【解説等】

現在では，競争入札において談合防止等の観点から現場説明は原則として実施しない。

(8) 質問回答書

設計図書の一部となるもの

公告期間中において，設計図書の不明確な部分についての入札参加者からの質問に対し，発注者が回答す

る書面をいう。

【解説等】

回答については，契約締結時の条件となることから他の入札参加者に対しても，閲覧による公表等を行わな

ければならない。
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(9) 共通仕様書

設計図書の一部となるもの

各作業の手順，使用する材料の品質，数量，仕上げの程度等のほか，場合によっては施工方法等，工事を

施工する上で必要な技術的要求，工事内容を説明したもののうち，あらかじめ各工事に共通する内容を盛り

込み作成した書面をいう。

【解説等】

請負者は工事を施工するにあたり，契約図書に（施工方法や材料規格等）特別の定め（特記事項）がない場

合は共通仕様書に記載されている内容を遵守し，施工方法や使用する材料を自らの責任において定めることと

なる。

(10) 特記仕様書

設計図書の一部となり共通仕様書より優先されるもの

共通仕様書で定められていないものや定められている事項と異なる場合等において，共通仕様書を補完す

るために工事固有の技術的要求事項及び工事施工上の制約事項を定める書面をいう。

【解説等】

発注者は委託調査結果等から現場条件を勘案し，予定価格の根拠を算出している。その際に想定した現場条

件は，限られた調査資料から抽出するものであり，工事施工時に確認される詳細の現場条件と一致しないこと

も予想されるため，発注者が想定した現場条件も特記仕様書で明示する必要がある。

(11) 設計書

となるもの）参考資料の一部となるもの（工事価格算定の資料

，「 」 「 」工事数量総括表を作成する際の基礎資料であり 土木工事積算基準 や 土木工事工種体系化の手引き

等の諸基準に基づいて工事価格の根拠を算出した書面をいう。 設計変更が生じた場合にも，請負代金額変

更にあたり，請負者と協議する根拠となるものである。

【解説等】

工事価格の根拠を算出した資料であり，妥当な工事費用を決定するための重要な資料である。会計検査等に

おいては，この書類で受検し工事費用の妥当性を説明することとなるため，単価算定資料等の積算根拠も適切

に添付する必要がある。積算根拠はその量によっては別冊としてもよい。

(12) 金抜設計書

一部となるもの参考資料の

適正な見積りを行わせるために入札参加者へ閲覧させるもので，設計書の単価欄と金額欄及び特定の項目

（員数，時間等）を空白にした書面をいう。

【解説等】

原則として設計図書に添付しないが，見積期間を短縮する場合（災害復旧工事等）において，特に必要な場

合にのみ，参考資料として添付することができる。入札額を算定する際に参考とする資料であり，契約上の制

約を有しないことから契約図書の扱いとしない。設計図書に添付する場合は，必ず参考資料であることを明記

すること。
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(13) 工事数量計算書

一部となるもの参考資料の

， 。工事を施工する上で必要となる項目ごとの数量を設計図・参考図を基に算出し 取りまとめた書面をいう

【解説等】

設計図面を数値化したものであるとともに工事数量総括表の基礎資料となるものであり，工事目的物・仮設

構造物等の妥当性を検証する上で必要不可欠なものであるが，契約上の制約を有しないことから， 契約図書

の扱いとしない。設計図書に添付する場合は，必ず参考資料であることを明記すること。

(14) 公表用積算内訳書

一部となるもの参考資料の

予定価格の透明性の一層の向上を図るために入札後に公表するもので，工事区分，工種及び種別ごとの数

量，金額などを記載した書面をいう。

１－３ 作成要領

工事を発注するにあたっては，下表に示す資料を作成するものとする。

※１ 全体事業費，当該工区，発注済工区等の工事費目の内訳を記載したもので，必要に応じて添付する。

※２ 特に必要がある場合のみ添付する。

※３ 原則として添付しない （ 金抜設計書参照）。 1-2 2.(12)

 作成資料名 設計書
設計図書
(仕様書等)

参考資料

(a) 設計書表紙（甲） ○ ○  

(b) 設計書表紙（乙） ○  

(c) 事業費総括表     ○ ※１

(d) 現場説明書，現場説明書説明事項 ○ ○

(e) 特記仕様書（施工条件明示書，特記事項） ○ ○  

(f) 工事数量総括表 ○

(g) 設計内訳書（付帯工事，補償工事費を含む） ○  

(h) 一式内訳書 ○     ○ ※２  

(i) 単価表 ○  

(j) 間接費内訳書 ○  

(k) 設計図面（位置図、平面図、縦断図、標準横断図、
　　横断図、一般図、構造図，参考図等）

○ ○  

(l) 参考資料表紙  ○

(m) 数量計算書（数量集計表、詳細数量計算書） ○  ○

(n) 金抜設計書     ○ ※３

(o) 積算根拠資料（単価決定根拠，数量決定根拠等） ○   
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(ａ) 設計書表紙（甲）

設計書表紙（甲）には，①事業年度，②工事番号，③工事名，④路線名，河川名又は港湾名，⑤施工地名，

⑥工期，⑦工事概要を記載する。

なお設計図書（仕様書等）の場合は，様式中の「設計書」を「仕様書」に書き換える。

（ （ ）） ， （ ） ，変更設計書 設計図書 仕様書等 を作成する場合は 変更が生じた内容について当初 変更前 を上段

変更後を下段に対比する。

(ｂ) 設計書表紙（乙）

設計書表紙（乙）には，①工事費，②起工理由もしくは変更理由，③施工方法その他を記載する。また設計

図書（仕様書等）には①工事費，②起工理由もしくは変更理由は記載しない。

， （ ） ， 。変更設計書を作成する場合は 変更が生じた内容について当初 変更前 を上段 変更後を下段に対比する

(ｃ) 事業費総括表

必要に応じて作成する。全体事業費，当該工区，発注済工区等の工事費目の内訳を記載する。

(ｄ) 現場説明書，現場説明書説明事項

工事番号，工事名，工期，現場説明日時，閲覧期間，閲覧場所，現場説明に対する質問書提出期限及び回答

日等を所定の様式に記載し，現場説明書説明事項については，現場説明書の次頁から所定の内容が記載された

様式を添付し作成する。

(ｅ) 特記仕様書

特記仕様書は 当該工事のみに適用される事項を示すものであり宮城県土木部制定 共通仕様書Ⅰ 及び 共， 「 」 「

通仕様書Ⅱ」に優先する。特記仕様書には，現場条件等及び現場条件等を考慮し施工上必要となる条件を明示

する。

(ｆ) 工事数量総括表

工事数量総括表には，工事工種体系の工事区分（レベル１）から規格（レベル５）までの項目を記載する。

なお，各体系階層毎の記載方法はつぎのとおりとする。

) 工事区分（レベル１）の数量及び単位は一式と記載する。1

) 工種（レベル２）の数量及び単位は一式と記載する。2

) 種別（レベル３）の数量及び単位は一式と記載することを原則とする。3

ただし，盛土工については，種別（レベル３）で総量を記載する。

) 細別（レベル４）の数量は，工事費内訳表と同じ数量を記載することを原則とする。4

なお，単位は工事工種体系の工事数量総括表用単位を使用する。ただし，作業土工の床掘・埋戻について

は，作業内容・数量が検収を伴わない任意として取り扱われるため，一式として記載する。また盛土工につ

いては，その内訳区分（流用土，採取土，購入土）が任意数量として取り扱われるため，それぞれを一式と

して記載する。

) 規格（レベル５）は，工事費内訳表と同じ規格項目を記載する。5
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【記載例】

(ｇ) 設計内訳書，(ｈ)一式内訳書

設計内訳書には，工事工種体系の工事区分（レベル１）から積算要素（レベル６）までの項目全てを記載す

る。なお，各体系階層毎の記載方法は以下のとおりとする。

) 工事区分（レベル１）の数量及び単位は一式と記載する。1

) 工種（レベル２）の数量及び単位は一式と記載する。2

) 種別（レベル３）の数量及び単位は一式と記載する。3

) 細別（レベル４）の数量は 「土木工事標準積算基準書」に掲載されている数値基準の表に定められている4 ，

数位に四捨五入する。なお，単位は工事工種体系の積算用単位を使用する。

) 規格（レベル５）は，工事工種体系で定める規格項目を記載する。5

) 積算要素（レベル６）の数量は，細別（レベル４）の数位の１位下位まで記載し，四捨五入して求める。6

なお，単位は一式で記載せず，工事工種体系の積算単位等をもとに記載する。

【記載例】

レベル１

レベル２

レベル４

レベル３

レベル５

レベル３

レベル４

レベル４
積算用単位

レベル１

レベル２

レベル４

レベル３

レベル５

レベル３

レベル４

レベル４

積算用単位

床堀り，埋戻しは検収対象

とならないので契約数量と

はせず，１式で表示する。
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(ｉ) 単価表

設計内訳書の設計単価の内訳を記載する。

(ｊ) 間接費内訳書

工事の間接費（共通仮設費，現場管理費，一般管理費等）の内訳を記載する。

(ｋ) 設計図面

位置図，平面図，縦断図，標準横断図，横断図，一般図，構造図等を添付する。

(ｌ) 参考資料表紙

参考資料（数量計算書，金抜設計書）の表紙として作成するもので，施工年度，工事番号，工事名等を記載

する。また，注釈として「本資料は，工事請負契約を拘束するものではない」と記載する。

(ｍ) 数量計算書

数量計算書は，設計書に記載出来るよう集計した数量集計表と，その内訳として積算に必要な数量を各工事

目的物の積算要素毎に算出した詳細数量計算書（数量内訳書）から成る。参考資料として設計図書に添付する

場合は，原則として数量集計表のみを添付すること。

(ｎ) 金抜設計書

設計書の単価欄と金額欄を空白にしたものを作成する。

(ｏ) 積算根拠資料

積算に使用した単価，歩掛の根拠資料及び作業能力の計算資料等を適宜取り纏め作成する。

単価：物価資料，特別調査資料，見積り資料等

歩掛：土木工事標準積算基準書（宮城県土木部制定）の適用方針，協会歩掛資料，見積り資料等
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１－４ 工事工種体系の階層の定義及び階層例

１．工事工種体系の定義

表１－１ 体系階層（レベル）の定義

２．工事工種体系の階層例（道路改良一部抜粋）
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１－５ 本工事費内訳記載要領

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ 積算 内訳

工事区分 工 種 種 別 細 別 規 格 単位 単位

築堤・護岸 法覆護岸工 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ張 【ﾌﾞﾛｯｸ規格】 ㎡ ㎡

天端ｺﾝｸﾘｰﾄ 【ﾀｲﾌﾟ 各種】 ｍ ｍ,

（新土木工事積算体系の解説－工事工種体系階層参照）

・設計内訳書には，工事区分（レベル１）～規格（レベル５）まで記載する。

・各レベルにおいて，補助表現を用いて同じ機能を持つ複数の工事目的物を区分できる。

（ ） 。・単価表は契約上明示しない積算要素で構成するものとし，契約上必要な規格 レベル５ は設計内訳書に記載する

・設計内訳書には，単価表で算出した単価を計上して（単価表で計上することが困難な指定構造物は，一式内訳書で

計上できる）工事費を算出し，この場合の単価表を１次単価表と呼び１次単価表に計上するために作成された単価表

を２次単価表と呼ぶ （以下，同様に３次～数次単価表と表現する）。

設 計 内 訳 書
工事区分 工 種 種 別 細 別 規 格 単位 数量 単価 金額 備 考

(ﾚﾍﾞﾙ ) (ﾚﾍﾞﾙ ) (ﾚﾍﾞﾙ ) (ﾚﾍﾞﾙ ) (ﾚﾍﾞﾙ )1 2 3 4 5
築堤・護

岸

法覆護岸

工

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞ

ﾛｯｸ工

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ張り 【ﾌﾞﾛｯｸ規格】 ㎡ 第 号明細書

40*25*35（Ａ部）

天端ｺﾝｸﾘｰﾄ 【ﾀｲﾌﾟ 各種】 ｍ 第 号明細書,
TYPE1,18-8-40

１次単価表第 号

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ張（Ａ部） 【ﾌﾞﾛｯｸ規格】 ｍ 当たり40*25*35 1 2
名 称 単位 数量 単価 金額 備考

ブロック張工 【積算要素】間知ブロック ｍ ２次単価
2 1

計

ｍ 当たり1 2

１次単価表第 号

天端ｺﾝｸﾘｰﾄ 【ﾀｲﾌﾟ 各種】 ｍ当たり, TYPE1, 18-8-40 1
名 称 単位 数量 単価 金額 備考

コンクリート【規格 積算要素】 人力打設 小型構造物 ｍ ２次単価, 18-8-40, , 0.073

型枠【積算要素】小型Ⅰ ｍ ２次単価2 0.14
計

ｍ当たり1

・土工においては掘削・盛土別に総量を明示する （ﾊﾞｯｸﾎｳ掘削・人力掘削等別に数量を明示しない）但し，土質別。
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や他工区間との流用等の内訳は特記仕様書で概数明示し，検収しなくても数量算出根拠により設計変更対象である旨

明記する。

・作業土工について

工種体系においては ”検収対象とならない土工（任意 主に床掘と埋戻しによる ”と”検収対象となる土工（出， ）,

来形を伴う 指定 ”とを明確に区分し，前者について作業土工という名称で示す。, ）

作業土工により発生する残土については，自工区から搬出するにあたって，他工区や土捨場などの受け入れ先が規

定される場合が多い。このため，作業土工により発生した残土の「搬出」と「処分」に関する作業については，作業

土工とは別に「作業残土処理工」を設ける。
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１－６ 設計書様式

・設計書表紙（甲）

・設計書表紙（乙）

第１章 土木工事設計図書等作成要領
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・事業費総括表
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・特記仕様書（施工条件明示書） 【注：最新版を使用すること 】。

第１章 土木工事設計図書等作成要領
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・特記仕様書（特記事項）
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・工事数量総括表

・設計内訳書
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・単価表

第１章 土木工事設計図書等作成要領
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・数量集計表 表紙（様式例）
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・数量集計表（様式例）
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１－７ 積算例

１．工事概要

この工事は，○道○○線の道路改築事業の一環として施工する○○バイパスの改良工事である。工事区間は，○○

町○○地先の施工延長８５０ｍ，施工幅員は９．５ｍである。主要工事内容は土工事で，掘削土４，８７０ｍ （砂3

質土３，７２０ｍ ，軟岩(Ⅰ)１，１５０ｍ ）は全量盛土（１２，６００ｍ ）に流用し，不足土は購入土（７，3 3 3

８２０ｍ ）により盛土する。掘削部にはコンクリートブロック積みもたれ擁壁４６３ｍ ，プレキャスト法枠４６3 3

７ｍ （後年度実施）を施工する。3

設計図は，図１－１～に示す。

２．土量配分計画

図１－１ 土量配分図

このバイパス工事では全体の盛土量が不足しているので，この工事区間の掘削土及び構造物の作業残土は，すべて

盛土に流用し，不足土量は購入土により盛土する。

土量配分計画上の留意事項は，次のとおりである。

１）土量の変化率を考慮する。変化率は施工実績から推定するのが望ましいが，工事量が少ない場合などは 「積算，

基準，土量変化率」を用いる。

この工事は施工実績から砂質土のＣ（締固め後の土量／地山の土量）を０．９，軟岩(Ⅰ)のＣを１．１５とする。

） ， 。 ， ， 。２ 構造物からの作業残土は 盛土の土量配分計画に含める ただし 床掘り及び埋戻しは 構造物ごとに積算する

３）機種の選定，機種ごとの運搬距離及び土量は，土質，地形，作業能力，経済性などを考慮し決定する。この工事

では，掘削部からブルドーザ及びダンプトラックにより盛土部へ運搬する。

４）軟岩(Ⅰ)はすべて路床に利用する。

３．積算のポイント

(１) 掘 削 工

１）掘削工は土質，地形等を勘案して施工方法及び機種を決定する。砂質土は施工幅が５ｍ以上をオープンカッ

， 。 ， 。トし ５ｍ未満は片切りとする 軟岩(Ⅰ)は施工幅が５ｍ以上あり リッパ装置付ブルドーザで掘削集土する
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掘削工法区分図

２）掘削法面のこう配は土質，地質，地形，地下水の影響，法面保護工のこう配等を勘案して決定する。この工

事では工作物と同じこう配とし，法面整形を行う。

なお法面整形は，機械による法面整形とし，法面保護工を実施することから人力による二次整形もする。

(２) 盛 土

１）土量は路体，路床に分類し，施工方法別に計算する。数量は締固め後の土量とする。

２）敷ならし，締固め機種はブルドーザ又はタイヤローラを標準とするが，施工幅，土工量等を勘案し，小型機

械の使用も考える。

３）購入土は店頭渡しの「ほぐした土量」とする。

４）盛土法面は，引続き施工する舗装工事で筋芝工を行うので，この工事には，法面整形を計上しない。

(３) 構 造 物

１）床掘りの積算は 「積算基準 機械土工」による。，

２）埋戻しの積算は 「積算基準 機械土工」による。，

３）コンクリートは生コンを使用し 「積算基準 コンクリート工」により積算する。コンクリートブロックの，

基礎，天端コンクリートは小型構造物を適用する。

(４) 共通仮設費

１）共通仮設費は「土木請負工事の共通仮設費算定基準」により積算する。

第１章 土木工事設計図書等作成要領
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図１－４ ブロック積み詳細図

ブロック積み工断面図

基 礎
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土質 掘削土量
変化率

C 締固後土量 盛土量 工法 盛土箇所
変化率
1/c

地山
換算土量

砂質土 片切
人力併用ＢＨ掘
削，ＤＴ運搬 1,060 0.90 954 1,200

BD敷均し，
ＴＲ締固 路体 1.11 -274

ｵｰﾌﾟﾝｶｯﾄ
ＢＨ掘削，ＤＴ運
搬 2,270 0.90 2,043 1,796

BD敷均し，
ＴＲ締固 路床 1.11 274

ＢＤ掘削押土
Ｌ＝２５ｍ 80 0.90 72 70

3tBD敷均
し，ＶＲ締 路床 1.11 2

ＢＤ掘削押土
Ｌ＝５０ｍ 310 0.90 279 280

BD敷均し，
ＴＲ締固 路床 1.11 -2

117 0.90 105 105
BD敷均し，
ＴＲ締固 路体 1.11 0

小計 3,720 3,451 0

軟岩１ 1,150 1.15 1,322 1,320
BD敷均し，
ＴＲ締固 路床 0.87 1

小計 1,150 1,320 1

路体5,200-(1,200+105)

購入土 3,895
BD敷均し，
ＴＲ締固 路体

路床7,450-(1,796+70+280)-1,320

3,984
BD敷均し，
ＴＲ締固 路床

小計 7,879

合計 4,870 12,650

土質 掘削土量
変化率

C 締固後土量 埋戻土量 工法
変化率
1/c

地山
換算土量

砂質土 ﾌﾞﾛｯｸ積工ＢＨ小規模床掘 135 0.90 121 15
小規模土
工 1.11 117

法枠工 ＢＨ小規模床掘
小規模土
工

ｶﾙﾊﾞｰﾄ工 ＢＨ掘削 埋戻しＣ

人力床掘

側溝工 ＢＨ掘削 埋戻しＤ

ＢＨ小規模床掘

管渠工 ＢＨ小規模床掘
小規模土
工

集水桝工 ＢＨ小規模床掘
小規模土
工

計 135 15 117

　作業土工残土は，盛土に転用するため盛土位置までの運搬費を計上する。

床掘等 埋戻し 残土

工法

ＲＤ掘削，ＢＨ積込，ＤＴ運搬

作業土工集計表

盛土

土工集計表

残土

（作業土工残土）

工法

掘削工
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４．数量集計表様式

レベル３（種別） レベル４（細別） レベル５（規格）
積算用単

位
数量計算
用単位

数　　量　　区　　分 合計 Ａ地区 Ｂ地区
内訳数量表

別紙

掘削工 式 ｍ3

土砂掘削 ｍ3 ｍ3 合　　計 3720.0 3720.0 0.0 0.0

片切部 砂・砂質土 人力併用機械掘削 1060.0 1060.0

ｵｰﾌﾟﾝｶｯﾄ部 砂・砂質土 BD掘削押土,50m 80.0 80.0

砂・砂質土 BD掘削押土,60m 310.0 310.0

砂・砂質土 BH掘削 2270.0 2270.0

軟岩掘削 ｍ3 ｍ3 合　　計 1150.0 1150.0 0.0 0.0

ｵｰﾌﾟﾝｶｯﾄ部 軟岩Ⅰ 1150.0 1150.0

路体盛土工 ｍ3 ｍ3

流用土路体 ｍ3 ｍ3 合　　計 2520.0 2520.0 0.0 0.0

4.0m≦Ｂ 砂・砂質土 BD+TR 1200.0 1200.0

粘性土 BD+BD 1320.0 1320.0

購入土路体 ｍ3 ｍ3 合　　計 4000.0 4000.0 0.0 0.0

4.0m≦Ｂ 砂・砂質土 BD+TR 4000.0 4000.0

路床盛土工 ｍ3 ｍ3

流用土路床 ｍ3 ｍ3 合　　計 2250.0 1866.0 279.0 105.0

1.0m≦Ｂ＜2.5m 砂・砂質土 BD(3t)+VR 70.0 70.0

4.0m≦Ｂ 砂・砂質土 BD+TR 2180.0 1796.0 279.0 105.0

購入土路床 ｍ3 ｍ3 合　　計 3800.0 3800.0 0.0 0.0

4.0m≦Ｂ 砂・砂質土 BD+TR 3800.0 3800.0

法面整形工 式 ｍ2

法面整形（掘削部） ｍ2 ｍ2 合　　計 460.0 460.0 0.0 0.0

一次整形（機械） 砂質土、粘性土 460.0 460.0

作業残土処理工 式 ｍ3

（作業残土処理） ｍ3 ｍ3 合　　計 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

レベル３（種別） レベル４（細別） レベル５（規格）
積算用単

位
数量計算
用単位

数　　量　　区　　分 合計 Ａ地区 Ｂ地区
内訳数量表

別紙

作業土工 式 ｍ3

床掘り ｍ3 ｍ3 合　　計 135.0 135.0 0.0 0.0

＜施行基面以上＞

ｵｰﾌﾟﾝｶｯﾄ部 砂・砂質土 100.0 100.0

＜施行基面以上＞

ｵｰﾌﾟﾝ掘削部 Ｈ≦５ｍ 砂・砂質土 35.0 35.0

ｍ2 合　　計 151.0 151.0 0.0 0.0

基面整正 151.0 151.0

0.0

埋戻し ｍ3 ｍ3 合　　計 21.0 21.0 0.0 0.0

人力 土砂 6.0 6.0

埋戻し種別Ｃ 土砂 6.0 6.0

埋戻し種別Ｄ 土砂 9.0 9.0

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工 式 ｍ2

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ基礎 【底幅、高さ】 ｍ ｍ 合　　計 211.0 211.0 0.0 0.0

W=52cm,H=30cm 211.0 211.0 １－１８

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積み 【ﾌﾞﾛｯｸ規格】 ｍ2 ｍ2 合　　計 463.0 463.0 0.0 0.0
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１－1８　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ基礎　数量表

底幅・高さ：W=52cm,H=30cm 211.0 ｍ当り

項　　　　　目 規　　　　　格 数　　量　　区　　分 単　位 数　　　　　量 備　　　　　考

全　体 1ｍ当り

基礎砕石 【砕石種類、敷厚】再生砕石（0～40），t=20cm ｍ2 151.9 0.72

ｺﾝｸﾘｰﾄ 【ｺﾝｸﾘｰﾄ規格】18-8-40 ｍ3 42.2 0.20

型枠 ｍ2 179.3 0.85

１－1９　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積み　数量表

ﾌﾞﾛｯｸ規格：300*450*350 463.0 ｍ2当り

項　　　　　目 規　　　　　格 数　　量　　区　　分 単　位 数　　　　　量 備　　　　　考

全　体 10ｍ2当り

ﾌﾞﾛｯｸ積み ｍ2 463.0 10.0

　　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 【ﾌﾞﾛｯｸ規格、質量】300*450*350 個 4630.0 100.0

　　裏込砕石 【裏込材規格】再生砕石（RC-40） ｍ3 208.0 4.5

　　裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ 【ｺﾝｸﾘｰﾄ規格】18-8-40 ｍ3 46.3 1.0

　　胴込ｺﾝｸﾘｰﾄ 【ｺﾝｸﾘｰﾄ規格】18-8-40 ｍ3 88.0 1.9

目地材 【種類、厚さ】瀝青系,t=10mm ｍ2 138.0 2.98

足場 枠組足場 鉄筋構造物 Ｈ＜4ｍ 掛ｍ2 200 4.32 Ｈ：平均設置高

１－２１　天端ｺﾝｸﾘｰﾄ　数量表

ﾀｲﾌﾟ：TYPE1 211.0 ｍ当り

項　　　　　目 規　　　　　格 数　　量　　区　　分 単　位 数　　　　　量 備　　　　　考

全　体 1ｍ当り

ｺﾝｸﾘｰﾄ 【ｺﾝｸﾘｰﾄ規格】18-8-40 ｍ3 29.54 0.14

型枠 ｍ2 23.21 0.11

目地材 【種類、厚さ】瀝青系,t=10mm ｍ2 2.95 0.014
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